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新市建設計画 とは？ 
 

2 市 2 町（旧西条市、旧東予市、旧丹原町、旧小松町）の合併後の新市を建設して 

いくための基本方針として、平成１６年１月に策定されたものです。 

 

✔ 計画策定の背景 

 本計画は、「市町村の合併の特例に関する法律」（合併特例法）第 3 条第 1 項及び第 6 条の規定

に基づき策定され、本計画に掲載されている事業は、合併特例債を活用することが可能となります。 

 また、計画の策定にあたっては、2 市 2 町（旧西条市、旧東予市、旧丹原町、旧小松町）の総合計

画をはじめ、国、県及び上位計画との整合を図りながら、合併協議会並びに地域審議会などを通じ、

当時の住民の意向を踏まえた上で策定されています。 

 

✔ 計画の構成 

 本計画は、新市を建設していくための「基本方針」や、その基本方針を実現するための「主要施策」、

「公共施設の統合整備」及び「財政計画」で構成されています。 

 

✔ 計画を再改定する背景 

 本計画の期間は、当初、平成 17 年度から平成 26 年度までの 10 カ年度を計画期間としておりまし

た。しかし、合併特例債の発行期限が延長されたことに伴い、平成 26 年 12 月に計画期間を平成 31

年度まで 5 年間延長する改定を行いました。 

 今回、国が合併特例債の発行期限をさらに 5 年間延長しましたので、合併特例債を有効に活用す

る目的から、令和 6 年度まで計画期間をさらに 5 年間延長する再改定を行おうとするものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新市建設計画再改定方針 
 

 

１ 計画変更の背景・目的 

 

    合併協議によって新市の基本方針や将来ビジョンの大きな方向性として定められた新市建設

計画について、合併特例債の発行期限を 5 年間延長する法律が制定・施行されたことに伴い、

本市においても新市建設計画を再延長することで、合併特例債を有効活用する環境を整える必

要性が生じることとなったことから、新市建設計画を再延長するものである。 

 

 

２ 計画再改定方針 

 

上記の背景を鑑み、新市建設計画を令和 6 年度までの５年間再延長する。 

また、新市建設計画は、合併市町村の円滑な運営の確保及び均衡ある発展を図るための

基本方針として合併協議会が「市町村の合併の特例に関する法律（合併特例法）」に基づき策

定した背景を鑑み、基本方針などの根本的な考え方を維持することとし、状況の変化によって

目指すべきビジョンと現状との間に生じた「明白な矛盾点」について、必要最低限の変更を行う

こととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



全庁 ● ● ● ● ● ● ● ●

素案作成・修正 最終案作成・修正 議案提出 変更

総合計画審議会 ● ７/１９ 第１回 ●１０/９ 第２回 ●【要検討】 第３回 ● ２/１２ 第４回

方針・スケジュール報告 素案提示 進捗状況報告 最終報告

パブリックコメント ● ●

パブリックコメント

市議会報告等 ● ●７/24 特別委員会 ● ９/１８ 特別委員会 ●10/28 特別委員会 ●

方針・スケジュール報告 進捗状況報告 素案提示 進捗状況報告 議決

愛媛県との協議 ● ● ●

事前協議 正式協議
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事業評価・県協議資料
(実績)作成依頼

令和元年10月9日

4月 5月 6月 7月 8月 9月 3月10月 11月 12月 1月

新市建設計画再改定に伴う今後のスケジュール

令和元年度

2月
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新市建設計画の再改定に係る新旧対照表（案） 

該当 

ページ 
項 目 別 変 更 案 現    行 変更理由 

4 

 

２．計画策定の方針 （１）計画の趣旨  

本計画は、「市町村の合併の特例に関する法律」

（合併特例法）第３条第１項及び第６条の規定に基づ

き作成するもので、西条市、東予市、丹原町及び小松

町の合併後の新市を建設していくための基本方針を

定め、これに基づく建設計画を策定し、その実現を図

ることにより、２市２町の速やかな一体性を促進し、

地域の発展と住民福祉の向上を図ろうとするもので

す。 

（省略） 

 

（１）計画の趣旨  

本計画は、「市町村の合併の特例に関する法律」

（合併特例法）第３条第１項及び第５条の規定に基づ

き作成するもので、西条市、東予市、丹原町及び小松

町の合併後の新市を建設していくための基本方針を

定め、これに基づく建設計画を策定し、その実現を図

ることにより、２市２町の速やかな一体性を促進し、

地域の発展と住民福祉の向上を図ろうとするもので

す。 

 （省略） 

現況に合わせて 

修正 

5  （２）計画の構成 （省略） 

 

（２）計画の構成 （省略）  

  （３）計画の期間 （３）計画の期間  

  本計画の期間は、平成17年度から令和６年度まで

の20ヵ年度に係るものとします。 

 

本計画の期間は、平成17年度から平成31年度まで

の15ヵ年度に係るものとします。 

期間を５年間延長

するため 

6 

 

 

 

 

３．新市の概況 

 

 

 

 

（１）位置と地勢 （省略） 

 

（２）気候 （省略） 

 

 

（１）位置と地勢 （省略） 

 

（２）気候 （省略） 

 

 

現況に合わせて 

修正 
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該当 

ページ 
項 目 別 変 更 案 現    行 変更理由 

6 

 

 

 

 

7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）面積 

新市の総面積は510.02k㎡です。なお、可住地はそ

のうち約30％にあたる155.20 k㎡で、残りは林野とな

っています。 

 

（４）人口 

平成27年（2015年）の国勢調査人口は、108,174人

であり、減少傾向が続いています。  

（省略） 

 

（５）産業 （省略） 

 

（６）主要指標の見通し 

 ①総人口 

新市の将来人口の推計を行った結果、平成27年の 

108,174人（国勢調査人口）から  減少し、令和２

年には104,056人、令和７年には99,400人になるとの

予測を得ました。 

（推計値は国立社会保障・人口問題研究所の『日本

の地域別将来推計人口』から引用。） 

 

②年齢別人口 

65歳以上の人口が全体に占める割合（老年人口割

合）は、平成27年の30.72％から令和２年には約34％ 

（３）面積 

新市の総面積は509.07 k㎡です。なお、可住地はそ

のうち約30％にあたる154.57 k㎡で、残りは林野とな

っています。 

 

（４）人口 

平成22年（2010年）の国勢調査人口は、112,091人

であり、減少傾向が続いています。  

（省略） 

 

（５）産業 （省略） 

 

（６）主要指標の見通し 

 ①総人口 

新市の将来人口の推計を行った結果、平成22年の 

112,091人（国勢調査人口）から若干減少し、平成27

年には109,475人、平成37年には102,142人になるとの

予測を得ました。 

（推計値は国立社会保障・人口問題研究所の『日本

の地域別将来推計人口』から引用。） 

 

②年齢別人口 

65歳以上の人口が全体に占める割合（老年人口割

合）は、平成22年の26.9％から平成27年には約30％、 
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該当 

ページ 
項 目 別 変 更 案 現    行 変更理由 

7 

 

 

8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年には約36％と大幅な増加が見込まれ、人口の

高齢化が急速に進むものと予想されます。 

 

年齢階層別人口の推移（実績値および推計値） 

 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

平成37年には約34％と大幅な増加が見込まれ、人口の

高齢化が急速に進むものと予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．新市建設の基本

方針 

 

 

 

 

 

 

 

（１）将来都市像 

 人がつどい、まちが輝く、快適環境実感都市 

■都市像のイメージ 

 ・石鎚山と瀬戸内海からの、豊かな「水」と「緑」 

  の恵みを受けて、 

 ・人々が心豊かに、快適で質の高い暮らしを送るこ

とができ、 

 ・全国・世界にも通用する、元気で優れた人材が育

ち、 

（１）将来都市像 

 人がつどい、まちが輝く、快適環境実感都市 

■都市像のイメージ 

 ・石鎚山と瀬戸内海からの、豊かな「水」と「緑」 

  の恵みを受けて、 

 ・人々が心豊かに、快適で質の高い暮らしを送るこ

とができ、 

 ・全国・世界にも通用する、元気で優れた人材が育

ち、 

現況に合わせて 

修正 

 

 

 

 

 

 

 



   6 

該当 

ページ 
項 目 別 変 更 案 現    行 変更理由 

9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・地域経済が多様で活気あふれるとともに、時代に

柔軟に対応し、 

 ・恵まれた交通条件を活かした都市拠点として、 

・まちの魅力を地域から各方面に広く発信している 

 

なお、上記のような将来都市像の実現を通じて、就

業機会の拡大や多様な世代の定住を促進し、合併20

年後の令和６年の時点において、約112,000人の人口

の維持を目指します。 

 

（２）施策の方向性 

 

①健康で幸せな暮らしの実現（省略） 

 

②自然環境豊かな地域の形成（省略） 

 

③安心で快適に暮らせる生活基盤の整備（省略） 

 

④豊かな心を育てる教育・文化の創造（省略） 

 

⑤活力ある産業の育成 

                     

      企業誘致の促進や、既存産業の振興

を図るとともに、「水」をはじめとする新市の地

域資源や、新技術の活用により新しい経済の基盤

を築き、定住人口や交流人口の拡大を通じて、に 

 ・地域経済が多様で活気あふれるとともに、時代に

柔軟に対応し、 

 ・恵まれた交通条件を活かした都市拠点として、 

・まちの魅力を地域から各方面に広く発信している 

 

なお、上記のような将来都市像の実現を通じて、就

業機会の拡大や多様な世代の定住を促進し、合併20

年後の平成36年の時点において、約112,000人の人口

の維持を目指します。 

 

（２）施策の方向性 

 

①健康で幸せな暮らしの実現（省略） 

 

②自然環境豊かな地域の形成（省略） 

 

③安心で快適に暮らせる生活基盤の整備（省略） 

 

④豊かな心を育てる教育・文化の創造（省略） 

 

⑤活力ある産業の育成 

東予インダストリアルパーク及び東ひうち１

号地などへの企業誘致の促進や、既存産業の振興

を図るとともに、「水」をはじめとする新市の地

域資源や、新技術の活用により新しい経済の基盤

を築き、定住人口や交流人口の拡大を通じて、に 
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該当 

ページ 
項 目 別 変 更 案 現    行 変更理由 

10 

 

 

 

15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．新市の施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ぎわいと活気のあふれる地域を創造します。 

 

⑥まちづくりをすすめるために（省略） 

 

（１）健康で幸せな暮らしの実現 

 

「健康で幸せな暮らしの実現」に関する主要事業 

施策名 主 要 事 業 

地域福祉の

充実 

 

障害者福祉の充実 

          

・障害者共同作業所等の整備拡充 

・居宅生活支援体制の整備拡充 

ボランティア・ＮＰＯの育成・支援

 （省略） 

 

 

 

（３）安心で快適に暮らせる生活基盤の整備 

 

①交通体系の整備  

新市の道路については、混雑の緩和と円滑な域内

移動の実現、そして市民の安全を確保するため、国

道（バイパス）・県道など、新市の中をより円滑に

循環できる幹線道路や、補完道路の整備、さらには 

主要アクセス道路、コミュニティ道路（サイクリン 

グロード、ウォーキングロード等）の整備に努めま

す。 

 

ぎわいと活気のあふれる地域を創造します。 

 

⑥まちづくりをすすめるために（省略） 

 

（１）健康で幸せな暮らしの実現 

 

「健康で幸せな暮らしの実現」に関する主要事業 

施策名 主 要 事 業 

地域福祉の

充実 

 

障害者福祉の充実 

・道前育成園の整備 

・障害者共同作業所等の整備拡充 

・居宅生活支援体制の整備拡充 

ボランティア・ＮＰＯの育成・支援

 （省略） 

 

 

 

（３）安心で快適に暮らせる生活基盤の整備 

 

①交通体系の整備  

新市の道路については、混雑の緩和と円滑な域内

移動の実現、そして市民の安全を確保するため、国

道（バイパス）・県道など、新市の中をより円滑に

循環できる幹線道路や、補完道路の整備、さらには 

主要アクセス道路、コミュニティ道路（サイクリン 

グロード、ウォーキングロード等）の整備に努めま

す。 
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該当 

ページ 
項 目 別 変 更 案 現    行 変更理由 

19 

 

 

 

 

 

 

 

 

24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広域的な交通体系の整備という観点からは、高速

鉄道網の整備                  

                       、  

さらには東予港における機能強化を図ります。 

交通の手段としては、公共施設利用時の利便性確

保や地球環境保全への貢献といった観点から、公共

交通機関の拡充、コミュニティバスの導入等につい

て検討します。 

 

（４）豊かな心を育てる教育・文化の創造 

 

⑥スポーツ・レクリェーションの振興 

健康志向の高まりや余暇の増大によって、手軽なス

ポーツ・レクリェーションからマリンスポーツなど、

多種多様なスポーツ・レクリェーションに対する住民

ニーズが高まっていることから、これらを楽しむため

の施設整備とともに、そのための機会を積極的に提供

していきます。 

                         

                         

    

 

広域的な交通体系の整備という観点からは、高速

鉄道網の整備に向け、軌間可変電車（フリーゲージ

トレイン）の導入促進によるＪＲ予讃線の機能強化、

さらには東予港における機能強化を図ります。 

交通の手段としては、公共施設利用時の利便性確

保や地球環境保全への貢献といった観点から、公共

交通機関の拡充、コミュニティバスの導入等につい

て検討します。 

 

（４）豊かな心を育てる教育・文化の創造 

 

⑥スポーツ・レクリェーションの振興 

健康志向の高まりや余暇の増大によって、手軽なス

ポーツ・レクリェーションからマリンスポーツなど、

多種多様なスポーツ・レクリェーションに対する住民

ニーズが高まっていることから、これらを楽しむため

の施設整備とともに、そのための機会を積極的に提供

していきます。 

また、平成29年の愛媛国体を視野に入れ、既存施設

の再整備も含めて、必要な施設の整備について検討し

ます。 
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該当 

ページ 
項 目 別 変 更 案 現    行 変更理由 

25 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「豊かな心を育てる教育・文化の創造」に関する主要

事業 

施策名 主 要 事 業 

歴史文化の 

保全・活用 

郷土資料館の整備 

（省略） 

 

         

                

            

 

鉄道博物館（仮称）の建設 

 （省略） 

 

 

 

（５）活力ある産業の育成 

 

②新しい産業の育成と雇用環境の確保 

 （省略） 

 地域内への企業誘致については、        

                        

                        

  豊かな水など地域の資源を有効に活用した誘導

を図るほか、外国・外資系企業などについても対象と

します。 

 （省略） 

「豊かな心を育てる教育・文化の創造」に関する主要

事業 

施策名 主 要 事 業 

歴史文化の 

保全・活用 

郷土資料館の整備 

（省略） 

 

旧鷹丸体育館の活用 

・地域の伝統・文化・芸術資料等を               

 常設展示する施設の整備 

 

鉄道博物館（仮称）の建設 

 （省略） 

 

 

 

（５）活力ある産業の育成 

 

②新しい産業の育成と雇用環境の確保 

 （省略） 

 地域内への企業誘致については、東予インダストリ

アルパーク、東ひうち（１号地）工業用地などへの立

地に向けて引き続き促進します。企業の誘致にあたっ

ては、豊かな水など地域の資源を有効に活用した誘導

を図るほか、外国・外資系企業などについても対象と

します。 

 （省略） 
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該当 

ページ 
項 目 別 変 更 案 現    行 変更理由 
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36～37 

８．財政計画 ８．財政計画 

 

（１）前提条件 

財政計画は、新市の財政運営の指針となるものであ

り、健全な財政運営を行うことを基本として、現況及

び過去の実績などから新市としての歳入・歳出の各々

の項目ごとに普通会計ベースで策定したもので、平成

17 年度から平成 30 年度までの数値は、それぞれの年

度の決算額です。 

なお、令和元年度改定時の推計に当たり、歳入・歳

出の前提となる主な条件は、次のとおりです。 

 

①歳入 （省略） 

 

②歳出 

 

・積立金 

 積立金については、「財政調整基金」、「減債基金」

及び「その他特定目的基金」            

         への積立を見込んでいます。 

 

 

（２）歳入  別表のとおり 

 

（３）歳出  別表のとおり 

８．財政計画 

 

（１）前提条件 

財政計画は、新市の財政運営の指針となるものであ

り、健全な財政運営を行うことを基本として、現況及

び過去の実績などから新市としての歳入・歳出の各々

の項目ごとに普通会計ベースで策定したもので、平成

17 年度から平成 25 年度までの数値は、それぞれの年

度の決算額です。 

なお、平成26年度改定時の推計に当たり、歳入・歳

出の前提となる主な条件は、次のとおりです。 

 

①歳入 （省略） 

 

②歳出 

 

・積立金 

 積立金については、「財政調整基金」、「減債基金」、

「その他特定目的基金」及び、合併特例債による「合

併市町村振興基金」への積立を見込んでいます。 

 

 

（２）歳入  別表のとおり 

 

（３）歳出  別表のとおり 
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（２）歳　入 （単位：百万円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

地 方 税 14,937 15,406 17,233 17,108 15,902 16,343 16,109 15,751 16,142 15,499 14,975 14,917 14,900 14,598 14,609 234,429

地 方 譲 与 税 873 1,278 482 466 438 424 417 391 372 373 373 373 373 373 373 7,379

利 子 割 交 付 金 65 48 67 72 61 54 46 44 44 42 42 42 42 42 42 753

配 当 割 交 付 金 27 39 51 20 15 20 23 22 48 38 38 38 38 38 38 493

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 41 35 33 10 9 8 6 7 75 6 6 6 6 6 6 260

地 方 消 費 税 交 付 金 1,009 1,038 1,027 962 980 978 965 965 956 1,085 1,350 1,350 1,350 1,350 1,350 16,715

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 9 8 9 8 8 7 7 6 5 3 3 3 3 3 3 85

自 動 車 取 得 税 交 付 金 185 208 193 172 105 90 80 97 85 40 40 40 40 40 40 1,455

地 方 特 例 交 付 金 363 337 99 171 179 177 152 56 57 59 59 59 59 59 59 1,945

地 方 交 付 税 8,525 7,734 7,173 7,116 8,052 8,847 9,012 9,043 9,008 8,749 8,703 8,484 8,255 8,323 7,907 124,931

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 23 24 24 22 22 21 20 20 19 20 20 20 20 20 20 315

分 担 金 ・ 負 担 金 855 855 846 871 861 853 488 519 548 555 555 555 555 555 555 10,026

使 用 料 ・ 手 数 料 843 828 823 811 784 795 791 809 805 802 802 802 802 802 802 12,101

国 庫 支 出 金 4,886 3,314 2,971 4,665 5,977 5,636 5,616 5,281 6,994 7,155 6,003 6,258 7,144 7,452 7,196 86,548

県 支 出 金 2,907 2,092 2,271 2,425 2,538 2,914 2,765 3,017 3,147 3,297 2,717 2,753 2,776 2,939 2,841 41,399

財 産 収 入 155 138 505 556 50 47 72 189 67 65 65 65 65 68 70 2,177

寄 附 金 14 17 17 10 8 24 2 3 11 2 2 2 2 2 2 118

繰 入 金 368 451 899 1,481 1,579 711 627 1,996 2,160 1,846 191 182 117 116 114 12,838

繰 越 金 2,251 1,703 2,736 1,982 2,567 2,320 2,372 2,465 2,722 2,539 0 0 0 0 0 23,657

諸 収 入 1,221 1,201 1,226 1,187 1,124 1,098 1,148 1,138 1,097 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 17,340

地 方 債 3,269 3,333 2,787 3,873 2,824 2,979 4,736 5,192 5,094 5,621 4,634 4,433 6,105 6,061 4,934 65,875

歳 入 合 計 42,826 40,087 41,472 43,988 44,083 44,346 45,454 47,011 49,456 48,946 41,728 41,532 43,802 43,997 42,111 660,839

（３）歳　出 （単位：百万円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

人 件 費 8,414 8,341 8,480 8,583 8,414 8,274 8,179 7,990 7,608 8,039 7,712 7,797 7,483 7,723 7,431 120,468

物 件 費 4,665 4,430 4,660 4,661 5,022 4,880 5,004 4,834 5,108 5,153 5,153 5,153 5,153 5,153 5,153 74,182

維 持 補 修 費 329 365 345 334 413 333 466 463 473 521 521 521 521 521 521 6,647

扶 助 費 5,986 6,128 6,351 6,440 6,579 8,271 8,594 8,774 9,098 9,531 9,817 10,112 10,415 10,728 11,049 127,873

補 助 費 等 1,689 1,784 2,361 2,584 4,623 2,083 2,067 2,339 2,210 2,997 2,052 2,052 2,052 2,046 2,046 34,985

公 債 費 5,158 5,003 5,210 5,200 5,049 5,070 5,194 4,828 4,751 4,856 4,417 4,172 4,162 4,247 4,230 71,547

積 立 金 1,703 9 1,863 1,157 2,209 2,246 1,389 1,458 2,147 1,017 17 17 1,187 1,189 1,192 18,800

投 資 及 び 出 資 金 3 0 0 2 22 180 0 41 41 50 50 50 50 50 50 589

貸 付 金 633 628 628 629 630 580 579 578 577 589 589 589 589 589 589 8,996

繰 出 金 5,227 5,576 5,443 4,816 5,005 5,032 5,294 6,070 5,574 5,901 5,829 5,579 5,576 5,603 5,618 82,143

普 通 建 設 事 業 費 4,715 4,887 4,115 6,996 3,776 5,023 5,842 6,466 9,016 10,084 5,571 5,490 6,614 6,148 4,232 88,975

災 害 復 旧 事 業 費 2,601 200 34 19 21 2 381 448 314 208 0 0 0 0 0 4,228

歳 出 合 計 41,123 37,351 39,490 41,421 41,763 41,974 42,989 44,289 46,917 48,946 41,728 41,532 43,802 43,997 42,111 639,433

歳 入 歳 出 差 引 1,703 2,736 1,982 2,567 2,320 2,372 2,465 2,722 2,539 0 0 0 0 0 0 21,406

年 度 別 決 算 額 年 度 別 計 画 額 計画期間
総　　計

年 度 別 決 算 額 年 度 別 計 画 額 計画期間
総　　計

財政計画 



   12 

（２）歳　入 （単位：百万円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

地 方 税 14,937 15,406 17,233 17,108 15,902 16,343 16,109 15,751 16,142 15,595 15,512 15,429 15,801 15,777 15,805 15,809 15,565 15,593 15,586 15,445 316,848

地 方 譲 与 税 873 1,278 482 466 438 424 417 391 372 355 371 367 368 371 380 380 380 393 393 393 9,292

利 子 割 交 付 金 65 48 67 72 61 54 46 44 44 39 35 22 30 28 28 28 28 28 28 28 823

配 当 割 交 付 金 27 39 51 20 15 20 23 22 48 89 69 43 59 46 55 55 55 55 55 55 901

株式等譲渡所得割交付金 41 35 33 10 9 8 6 7 75 59 69 28 65 38 65 65 65 65 65 65 873

地 方 消 費 税 交 付 金 1,009 1,038 1,027 962 980 978 965 965 956 1,164 2,042 1,825 1,881 1,977 1,940 2,250 2,250 2,250 2,250 2,250 30,959

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 9 8 9 8 8 7 7 6 5 3 3 2 2 2 2 2 2 2 2 2 91

自 動 車 取 得 税 交 付 金 185 208 193 172 105 90 80 97 85 44 58 71 92 97 60 0 0 0 0 0 1,637

環 境 性 能 割 交 付 金 24 84 84 84 84 84 444

地 方 特 例 交 付 金 363 337 99 171 179 177 152 56 57 59 58 60 67 77 189 87 87 87 87 87 2,536

地 方 交 付 税 8,525 7,734 7,173 7,116 8,052 8,847 9,012 9,043 9,008 8,809 8,952 8,367 8,493 8,409 8,754 8,672 8,823 8,868 8,935 9,016 170,608

交通安全対策特別交付金 23 24 24 22 22 21 20 20 19 16 17 15 15 14 15 15 15 15 15 15 362

分 担 金 ・ 負 担 金 855 855 846 871 861 853 488 519 548 537 535 511 515 533 403 278 278 278 278 278 11,120

使 用 料 ・ 手 数 料 843 828 823 811 784 795 791 809 805 820 812 774 758 729 667 637 637 637 637 637 15,034

国 庫 支 出 金 4,886 3,314 2,971 4,665 5,977 5,636 5,616 5,281 6,994 6,950 6,309 6,094 6,196 6,516 7,714 6,585 6,283 6,880 7,140 6,458 118,465

県 支 出 金 2,907 2,092 2,271 2,425 2,538 2,914 2,765 3,017 3,147 3,444 3,251 5,692 4,261 3,432 3,525 3,690 3,579 3,652 3,590 3,639 65,831

財 産 収 入 155 138 505 556 50 47 72 189 67 54 120 2,229 1,342 43 601 57 57 57 57 57 6,453

寄 附 金 14 17 17 10 8 24 2 3 11 9 494 275 184 236 500 500 500 500 500 500 4,304

繰 入 金 368 451 899 1,481 1,579 711 627 1,996 2,160 1,886 2,159 3,253 1,967 2,080 974 486 318 168 390 572 24,525

繰 越 金 2,251 1,703 2,736 1,982 2,567 2,320 2,372 2,465 2,722 2,539 2,752 3,245 2,134 2,113 2,569 0 0 0 0 0 36,470

諸 収 入 1,221 1,201 1,226 1,187 1,124 1,098 1,148 1,138 1,097 1,054 1,064 1,110 1,165 1,161 1,231 1,363 1,363 1,363 1,363 1,363 24,040

地 方 債 3,269 3,333 2,787 3,873 2,824 2,979 4,736 5,192 5,094 5,819 6,501 4,329 5,852 7,825 9,591 4,692 3,893 4,520 4,979 3,185 95,273

歳 入 合 計 42,826 40,087 41,472 43,988 44,083 44,346 45,454 47,011 49,456 49,344 51,183 53,741 51,247 51,504 55,092 45,735 44,262 45,495 46,434 44,129 936,889

（３）歳　出 （単位：百万円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

人 件 費 8,414 8,341 8,480 8,583 8,414 8,274 8,179 7,990 7,608 7,743 7,656 7,589 7,470 7,752 7,752 7,682 7,388 7,444 7,355 7,524 157,638

物 件 費 4,665 4,430 4,660 4,661 5,022 4,880 5,004 4,834 5,108 5,292 5,306 5,506 5,513 5,615 5,868 5,917 5,799 5,740 5,680 5,621 105,121

維 持 補 修 費 329 365 345 334 413 333 466 463 473 470 529 661 532 594 563 579 567 561 556 550 9,683

扶 助 費 5,986 6,128 6,351 6,440 6,579 8,271 8,594 8,774 9,098 9,845 9,923 10,574 10,784 10,436 10,575 10,669 10,878 11,092 11,310 11,532 183,839

補 助 費 等 1,689 1,784 2,361 2,584 4,623 2,083 2,067 2,339 2,210 2,311 2,273 2,423 2,692 2,406 4,080 2,544 2,544 2,544 2,544 2,544 50,645

公 債 費 5,158 5,003 5,210 5,200 5,049 5,070 5,194 4,828 4,751 4,749 4,310 4,013 4,050 4,136 4,229 4,465 4,873 5,344 5,573 5,498 96,703

積 立 金 1,703 9 1,863 1,157 2,209 2,246 1,389 1,458 2,147 908 2,077 3,830 2,849 2,328 2,652 13 12 12 12 11 28,885

投 資 及 び 出 資 金 3 0 0 2 22 180 0 41 41 50 38 39 40 47 43 43 43 43 43 43 761

貸 付 金 633 628 628 629 630 580 579 578 577 576 1,466 585 586 590 602 602 602 602 602 602 12,877

繰 出 金 5,227 5,576 5,443 4,816 5,005 5,032 5,294 6,070 5,574 5,690 6,729 6,244 6,139 6,269 6,781 6,373 6,400 6,438 6,517 6,602 118,219

普 通 建 設 事 業 費 4,715 4,887 4,115 6,996 3,776 5,023 5,842 6,466 9,016 8,715 7,587 10,128 8,323 8,427 11,662 6,848 5,156 5,675 6,242 3,602 133,201

災 害 復 旧 事 業 費 2,601 200 34 19 21 2 381 448 314 243 43 15 156 335 285 0 0 0 0 0 5,097

歳 出 合 計 41,123 37,351 39,490 41,421 41,763 41,974 42,989 44,289 46,917 46,592 47,937 51,607 49,134 48,935 55,092 45,735 44,262 45,495 46,434 44,129 902,669

歳 入 歳 出 差 引 1,703 2,736 1,982 2,567 2,320 2,372 2,465 2,722 2,539 2,752 3,246 2,134 2,113 2,569 0 0 0 0 0 0 34,220

年 度 別 決 算 額 年 度 別 計 画 額 計画期間
総　　計

年 度 別 決 算 額 年 度 別 計 画 額 計画期間
総　　計

 

財政計画 


